
市税
184億1,225万円
(31.1%）

依存財源 自主財源

繰越金
36億7,359万円
(6.2%）

諸収入ほか
60億3,562万円
(10.1%）

国庫支出金
95億3,928万円
(16.1%）

地方交付税
107億9,349万円
(18.2%）

47.4%52.6%

県支出金
44億9,524万円
(7.6%）

市債ほか　32億5,257万円(5.6%）

,

地方消費税交付金
30億2,032万円(5.1%）

民生費
219億3,542万円
(39.6%）

教育費
60億6,745万円(11.0％)

総務費
83億9,645万円
(15.2%）

公債費
55億7,314万円
(10.1%）

土木費
47億5,468万円
(8.6%）

農林水産業費
17億3,060万円(3.1%）

その他
35億8,033万円(6.4%）

衛生費
33億3,310万円
(6.0%）

592億
2,236万円
市民１人当たり

58万2,261円

553億
7,117万円
市民１人当たり

54万4,397円

令和７年度の決算がまとまりました。
昨年度の決算を振り返り、市民の皆さんに納めて
いただいた税金がどのように使われたのかお伝えします。
問合せ　財政課　℡0897－52－1271

西条市の令
和
７
年
度決算

歳入

歳出
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平成27年度
令和６年度
令和７年度

0 20040 80 120 160

給料（基本給）
市税、諸収入など

給料（諸手当）
地方交付税、地方
消費税交付金など

親からの援助
国・県支出金

銀行からの借入
市債

繰越金
前年度繰越金

預金の取り崩し
基金繰入金など

219.3万円
202.9万円

184.8万円

95.2万円

140.3万円

116.7万円

150.6万円
145.7万円

142.7万円

19.9万円

25.2万円
21.4万円

65万円

20.1万円
52.4万円

27.4万円

36.7万円
31.5万円

0 40 80 120 160

ローン返済
公債費

家の増改築費など　
普通建設事業費など

預貯金など
積立金

保険料・税金
補助費など

子どもへの仕送り
繰出金

医療費・教育費
扶助費

生活費
人件費、物件費 128.7万円

151.8万円
165.1万円

70万円

99.2万円

141.8万円
139.8万円

67.4万円

49.8万円
51.4万円

39.9万円

42.3万円

55.7万円
51.9万円

22.7万円

38.6万円

20.1万円

32.7万円
16.3万円

96.4万円
108.8万円

0
200

400

600

800

489.4万円
551.5万円583.7万円

0
50

100

200

150

78.4万円

160.4万円151.1万円

住民基本台帳登録数101,711人
（令和８年３月31日現在）

その他

消防・救急活動、商工業
や観光の振興など

35,201円
衛生費
32,770円

健康診断や各種健診、
ごみ処理など

国などから借り入れた
お金（市債）の返済

公債費
54,794円

土木費
46,747円

道路や河川などの整備や
維持管理

幼稚園や小・中学校の
整備や文化振興など

教育費
59,654円

市庁舎の維持管理や
市の総括的な事務運営

総務費
82,552円

社会福祉や医療助成など
の充実

民生費
215,664円

　令和７年度の決算と市債・基金残高の一般会計分を１万分の１にして家計簿に例え、
昨年度・10年前（平成27年度）と比較してみました。　

ローン残高
（市債）の推移

預金残高
（基金）の推移

※ 収入合計592.2万円から支出合計553.7万円を差し引
いた金額38.5万円は翌年度の家計に持ち越します

令和７年度

令和７年度

令和６年度

令和６年度

平成27年度

平成27年度

　収入は、給料（市税、交付金など）が増加しましたが、家の増改築費など（普
通建設事業費など）の減少に伴う銀行からの借り入れ（市債）や親からの
援助（国・県支出金）なども減少したことから、4.4万円減少しました。
　支出は、預貯金など（積立金）やローン返済（公債費）が増加しました
が、大型事業である「東部学校給食センター整備事業」の減少などにより、
家の増改築費など（普通建設事業費など）が減少したことから、6.2万円
減少しました。
　令和６年度と比較すると、預金残高（基金）は増え、ローン残高（市債）
は減り、家計の状況は改善しましたが、預貯金の引き出しや銀行の借入に
依存しないよう、収入に見合った支出の計画を立てることで、ローンの返
済をしながら、今後増えることが想定される切り詰めにくい生活費（人件
費、物件費）や医療費・教育費（扶助費）などに備える必要があります。

592.2万円Ｒ７ Ｒ７
Ｒ６…596.6万円　Ｈ27…509.1万円 Ｒ６…559.9万円　Ｈ27…476.8万円

553.7万円

農林水産業の振興など

農林水産業費
17,015円

西条さん家の家計簿

市民１人当たりのお金の使われ方

収入 支出

令和６年度との比較で家計簿を読み解く
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消防団の活動を支える普通積載車を更新

やすらぎ苑の機能維持のため工事を実施 自転車が安全に通行できる道路環境の整備

今年４月から「小松こども園」が開園LOVE SAIJOポイントを利用した地域経済の活性化

１人１台タブレット端末を更新整備

○防災事業　　　　　　　　　　　　　　　　1,186万円
　家具等固定器具の購入などを支援
○消防車両等整備事業　　　　　　　　　 1,047万円
　消防団普通積載車などを更新整備

○ 小松こども園整備事業　　　　　　　4億 758万円
　小松幼稚園と小松西保育所を統合
○物価高対応子育て応援手当支給事業　 3億 256万円
　物価高の影響を受けている子育て世帯へ給付金を支給

○省エネ家電製品購入促進事業          2,495万円
　省エネ性能に優れた家電の購入を支援
○やすらぎ苑整備事業　　　　　  　  2億2,548万円
　火葬炉設備の改修工事などを実施

○自転車ネットワーク整備事業　　　　　　 971万円
　路線整備を進めることで安全な自転車利用を促進
○河川改修事業　　                     7,729万円
　西山川などの市内河川の改修工事を実施

○ ｢ＳＤＧｓ×ＤＸ」による持続可能なまち西条推進事業
　LOVE SAIJOポイント上乗せ付与による消費喚起　4,633万円
○窓口改革推進事業　　　　　　　　　　　1,793万円
　オンライン申請による証明書発行を実施

○小・中学校施設躯体健全化事業　　   4億 366万円
　老朽化が進む学校施設の外壁改修などを実施
○小・中学校GIGAスクール整備事業　  5億4,334万円
　児童生徒使用のタブレット更新整備

令和７年度に実施した主な事業

消防費

総務費

衛生費

教育費

民生費

土木費
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会計名 歳入 歳出 差引

国民健康保険 109億7,449万円 108億6,911万円 1億  538万円

介護保険 120億6,814万円 120億2,336万円 4,478万円

小松地域交流事業 266万円 266万円 0　円

本谷温泉事業 1億  181万円 1億  181万円 0　円

畑地かん水事業 3,023万円 1,730万円 1,293万円

庄内財産区 56万円 56万円 0　円

壬生川財産区 483万円 429万円 54万円

後期高齢者医療保険 20億5,840万円 20億1,444万円 4,396万円

合計 252億4,112万円 250億3,353万円 2億  759万円

区分 収支の種類 収入 支出 当期純利益・損失 企業債現在高 財源補てん※

水道事業会計
収益的収支 10億6,246万円  9億6,702万円  　5,845万円

 44億3,707万円 　　　 0　円
資本的収支  2億5,785万円  8億6,193万円 ー

公共下水道事業会計
収益的収支 25億 658万円 24億7,094万円  ▲3,654万円

164億1,044万円  7億1,808万円
資本的収支 24億2,801万円 31億7,504万円 ー

病院事業会計
収益的収支  1億5,466万円  2億 679万円  ▲5,213万円

　2億8,101万円  　6,336万円
資本的収支  6,955万円  1億2,037万円 ー

　令
和
７
年
度
と
令
和
６
年
度
を

比
較
す
る
と
、
歳
入
・
歳
出
と
も

に
決
算
額
が
減
少
す
る
結
果
と
な

り
ま
し
た
。
歳
出
で
は
、
物
価
高

騰
対
策
で
あ
る
「
生
活
者
支
援
・

地
域
消
費
促
進
事
業
」
や
「
物
価

高
対
応
子
育
て
応
援
手
当
支
給

事
業
」
を
実
施
し
て
き
ま
し
た

が
、
大
型
事
業
で
あ
る
「
東
部
学

校
給
食
セ
ン
タ
ー
整
備
事
業
」
や

「
道
前
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
整
備

事
業
」
な
ど
の
事
業
費
が
減
少
し
、

歳
入
に
お
い
て
も
、
こ
れ
ら
の
事

業
の
財
源
と
し
て
活
用
し
て
い
た

国
庫
支
出
金
や
市
債
が
減
少
し
た

こ
と
な
ど
に
よ
る
も
の
で
す
。

　今
後
も
、
物
価
・
エ
ネ
ル
ギ
ー

価
格
の
高
騰
、
民
間
の
賃
上
げ
等

の
影
響
が
長
期
化
す
る
な
か
、
将

来
負
担
の
軽
減
を
図
る
た
め
に
は
、

公
共
施
設
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
さ
ら

な
る
推
進
に
よ
る
施
設
運
営
の
あ

り
方
を
含
め
、
こ
れ
ま
で
以
上
に

事
業
の
選
択
と
集
中
に
取
り
組
む

こ
と
で
経
費
節
減
を
図
る
と
と
も

に
、
多
様
な
歳
入
確
保
を
図
る
な

ど
歳
入
・
歳
出
両
面
に
よ
る
取
組

を
推
進
し
、
長
期
的
な
視
点
で
事

業
の
「
全
体
適
正
化
」
を
図
り
、

持
続
可
能
で
強
固
な
財
政
基
盤
の

確
立
を
目
指
し
ま
す
。

※収益（料金収入など）では経営が難しいため、一般会計から財源不足額を補てんするもの

※基金に属する土地は除く

　特別会計は、国民健康保険事業や介護保険事業など、
特定の仕事をする場合に一般会計とは別に経理する会
計のことで、全ての会計で黒字または収支が均衡とな
っています。
　企業会計は、企業経営という観点から独立して経理
をする会計のことで、このうち、公共下水道事業会計

と病院事業会計（病院が医療サービスから得られる収
益を除く）は、料金収入などの収益だけでは経営が難
しいため、一般会計から財源不足額を補てんしている
状況です。一般会計からの支援に依存しない独立採算
に向け、収入の増加や支出の見直しが必要となってい
ます。

土地 2,911万5,456㎡

建物 51万7,954㎡

基金 187億697万円※
有価証券 2,174万円

出資金 2億1,912万円

債権 12億250万円

一般会計 551億5,275万円

特別会計 　0円

合計 551億5,275万円
市民１人当たり
の借金 54万2,250円

※企業会計を除く
　市の借金（市債現在高）

　市の財産

特別会計、企業会計、市の財産・借金などの詳細

持
続
可
能
な
財
政

基
盤
の
確
立
へ

特別会計と企業会計の決算状況

　企業会計の決算状況

　市の財産　特別会計の決算状況
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